
既存建築物省エネ化推進事業（LCCO2評価実施型）

提案申請書作成のポイント

令和８年６月

一般社団法人 日本サステナブル建築協会

本事業ホームページの［公募概要］からダウンロー
ド可能な「提案申請書・記入例」では、主要な様式
についての記入例を網羅的に掲載していますので、
まずはそちらをご参照ください。

本資料では、特に記載方法に迷いやすい事項を中心
に取り上げ、提案申請書作成時のポイントを説明し
ています。

















別添資料

（記入上の留意点）

①

② 設備改修工事の改修前エネルギー消費割合は、該当欄に数値を記載し、根拠を「様式３－５」に記載してください。

（※実態の割合を推計することが困難な場合は、別表２から該当する建物用途の数値と見なすことも可）

③ 設備改修工事の分類別省エネ率は、該当欄に数値を記載し、根拠を「様式３－５」に記載してください。

④ 設備改修工事のうち、自動制御に関する省エネ率は、改修項目別に建物全体に対する割合を記載してください。

⑤

⑥

⑦

別表１ 建物用途区分

事務所、庁舎、図書館、博物館、郵便局など

小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、専修学校、各種学校など

百貨店、マーケットなど

飲食店、食堂、喫茶店など

公会堂、集会場、ボーリング場、体育館、劇場、映画館、展示施設など

病院、老人ホーム、身体障害者福祉ホームなど

ホテル、旅館など

上記用途区分以外

別表２ 建物用途別のエネルギー消費割合 [％]

事務所 学校 病院 ホテル

35 28 21 32

5 4 3 5

10 8 6 8

5 10 10 5

20 25 10 10

- - 36 27

- - 4 3

3 - 5 3

22 25 5 7

100 100 100 100

その他 10

合計 100

昇降設備 5

換気設備 10

照明設備 25

給湯設備
熱源設備 9

搬送設備 1

大分類 中分類 物販店・飲食店・集会所

空調設備

熱源設備 28

搬送設備 4

二次側設備 8

その他

日射調整フィルムについては、a.開口部-日射調整フィルムの欄に記入してください。その効果については、建築物の空調用一
次エネルギー消費量の削減寄与率を試算し、その数値を「建物全体省エネ率」に記載してください。

見なし省エネ率の設定がないもので、詳細な省エネ計算の根拠を添付しない場合、当該工事による効果を「0.1％」と見なすこと
ができるものとします。その場合、「建物全体省エネ率」の欄に「０．１」と記載してください。

用途区分 施設の例示

事務所

学校

物販店

飲食店

集会所

病院

ホテル

建築物の全体の省エネ・省CO2に寄与する設備（太陽光発電を除く）に関しては、その他の欄に記入してください。
その効果については、建築物の一次エネルギー消費量の削減量を試算し、その数値を「建物全体省エネ率」に記載してくださ
い

改修割合は、部位や設備ごとに、それぞれの建物全体に対する改修部分の割合（合計面積や合計容量に対する改修部分の割
合など）を記載してください。設備別の改修割合は、補助対象外設備も含めて全設備を分母として計算してください。
（※躯体改修の項目別の改修割合については別添資料１にその計算根拠を、設備改修の設備別の改修割合については「様式
３－５」にその計算根拠を記載してください）

様式3-4
7



















（別添様式４）

令和８年度既存建築物省エネ化推進事業（LCCO2評価実施型）の応募にあたり、

下記の事項について確認し、遵守することを宣誓します。

 １．応募した事業が採択を受けた場合、事業を実施すること。

 ２．１の事項を遵守しなかった場合には、その後の住宅局の補助事業等で補助金

の交付を受けられない場合があることを承諾すること。

令和 ８ 年 ● 月 ● 日

（代表提案者）

提案団体名： ○○○○株式会社

代表者： △△△△△ ○○ ○○

責任者： △△△△△△△△ ○○ ○○

電話番号： ＸＸＸＸ－ＸＸ－ＸＸＸＸ

令和８年度既存建築物省エネ化推進事業（LCCO2評価実施型）の応募に係る宣誓書

ここでの責任者とは、事務窓口のご連絡
先ではなく、事業部長や本部長、工場長
など本プロジェクトの責任をとれる方で、
電話番号は責任者様の電話番号を明記願
います。
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